
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 ２０１２年８月１９日              NO,３１７ 

 

 根利山が開かれた当 

時、どれだけの人々が 

山にいたかははっきり 

しませんが、「利根村誌 

」には、大正１４年（ 

１９２５）９月末の従 

業員数が８２９人だっ 

たと記載されています。 

「根利山会」の会報 

誌の特集号「根利の歴像」には、明治４２年（１９０９）８月

に砥沢、平滝に分教場が開かれ、翌年の生徒数は砥沢が６９人、

平滝が６１人と記載されていることから、明治末ごろにはすで

に１５００人から２０００人がくらしていたと考えられます。 

 砥沢には、駐在所があ

り、無医村が多い時代で

したが、砥沢と平滝には

医局があり医師が常駐

していました。 

 足尾の専念寺の説教

所が砥沢に置かれ、亡く

なった人は山で荼毘に

付されました。 

 
こ
ん
に
ち
は
。
民
主
、
自
民
、
公
明
の
３
党
が
消
費
税
増
税
法
の
成
立
を
強
行
し
ま
し
た
が
、
法
案
の

衆
議
院
通
過
後
も
国
民
の
過
半
数
が
法
案
そ
の
も
の
に
反
対
し
、
今
国
会
で
の
採
決
に
は
さ
ら
に
多
く
の

国
民
が
反
対
し
て
い
ま
し
た
。 

 

国
民
の
多
数
が
反
対
し
、
国
民
の
く
ら
し
と
中
小
企
業
、
零
細
業
者
の
営
業
を
脅
か
し
、
脆
弱
な
内
需

に
決
定
的
な
打
撃
を
与
え
る
法
案
を
、
３
党
は
国
民
に
隠
れ
、
密
室
談
合
を
く
り
返
し
押
し
通
し
ま
し
た
。 

 

民
主
党
政
権
は
、「
消
費
税
増
税
は
社
会
保
障
充
実
の
た
め
」「
消
費
税
の
税
収
は
す
べ
て
社
会
保
障
に

充
て
る
」
と
説
明
し
て
い
ま
し
た
が
、
政
府
が
社
会
保
障
と
税
の
「
一
体
改
革
」
に
盛
り
込
ん
だ
の
は
、

年
金
給
付
の
削
減
、
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
引
き
上
げ
の
検
討
、
医
療
・
介
護
の
負
担
増
な
ど
で
、
増
税 

法
案
に
は
大
企
業
の
法
人
税
を
さ
ら
に
引
き
下
げ
る
条
項
が
入
り
、
増
収
分
を
公
共
事

業
に
投
入
す
る
条
項
ま
で
も
ぐ
り
こ
ま
せ
る
な
ど
、
３
党
談
合
は
、
公
約
違
反
と
ウ
ソ

の
共
同
正
犯
で
あ
り
、
選
挙
で
増
税
談
合
３
党
に
き
び
し
い
審
判
を
下
し
ま
し
ょ
う
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 上原町育成会は、恒例の納涼 

会を１３日と１４日に利根沼田 

文化会館駐車場で開きました。 

 １３日には鱒のつかみ取りも 

おこなわれ、子どもたちが元気 

に鱒を追いかけていました。  

              白沢町盆踊りが１４日、

白沢町振興局駐車場でおこ

なわれ、模擬店なども出店

し、帰省した人が久しぶり

に会う友人と、楽しくすご

していました。 

 大東議員は１５日の終戦記念日に街頭から「日本が二

度と戦争の誤りをくり返さないよう力を 

合わせましょう」と訴えました。 

 話を聞いていた人から「こうした地道 

な活動が大切」と激励を受けました。 

 沼田市にとって太陽光や風力、バイオマス、小水力発電など、自然エネ

ルギーの活用について研究をすすめる「沼田市自然エネルギー研究会」が

７月２２日、設置されました。 

 研究会には９人の公募委員や有識者２人、市の課 

長、県企業局職員など２０人で構成されています。 

 １年間の予定で調査・研究、検討をおこない、沼 

田市にとって活用が可能で、適した自然エネルギー 

源の調査・研究、検討をすすめる予定です。 

 新聞の折り込みチラシに「今秋、「沼田マルシェ」開店！！」のチラシが

入り、飲食店業、ホテル、旅館の運営管理業、結婚式場の運営管理のコン   

サルなどおこなう「ＥＡＴバイテックＪＡＰＡＮ株式会社」がグリーンベ

ル２１の１階に生鮮食料品店の出店を計画

していることが明らかになりました。 

２階から５階についても衣料品、生活雑

貨、家具家電などのテナントの誘致をすすめ

る予定です。 

市には会社からの説明はなく、今の時点で

市は事業計画などを把握していません。 


